
広島広域都市圏地域貢献人材育成支援事業（大学版） 

様式第４号（補助金交付要綱第１０条関係） 

令和 ７年 〇月 〇日  

広 島 市 長  様 
 

（申請者住所）〒000-0000 

       〇〇市〇区〇町〇丁目〇番〇号          

（申請者）〇〇法人〇〇大学 

（代表者）学長 〇〇 〇〇 

（担当者）〇〇課 〇〇 〇〇 

（連絡先）000-000-0000 

 

消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書 
 

令和 ７年 △月 △日付け広島市指令政広第××号で交付決定のあった広島広域

都市圏地域貢献人材育成支援事業（大学版）に対する補助金に係る消費税及び地方消費

税に係る仕入控除税額について、広島広域都市圏地域貢献人材育成支援事業（大学版）

補助金交付要綱第１０条第７号の規定に基づき、下記により報告します。 

 

記 

 
１ 補助金の確定額 

金   ４９７，４５７    円 

 
２ 返還対象の確認（該当するものに〇） 

免税事業者であり、消費税及び地方消費税に係る確定申告

を行っていない。 
○ 

➡返還なし（３に０円を記入） 

消費税等を簡易課税方式により申告している。  

消費税法別表第三に掲げる公益法人等で特定収入割合が

５％を超えており、特例計算を適用している。 
 

補助対象経費に係る消費税を、個別対応方式において、 
非課税売上げのみに要するものとして確定申告している。 

 

補助金対象経費が全て非課税仕入れに該当する。  

その他  ➡返還あり（３に該当額を記入） 

 

３ 消費税及び地方消費税の申告により確定した補助金に係る仕入控除税額（要補助金返還

相当額） 

金        ０ 円 
 

４ 添付資料 

⑴ ３の金額の積算の内訳を記載した書類（確定申告書の写し、課税売上割合等が把握できる資料、特定収入の割合を確認できる資料等） 

⑵ その他参考となる資料 

（注）補助対象経費のうち、課税売上に要する課税仕入として受けた仕入控除税額が返還対象となります（課税仕入と非(不)課税仕入が混在する場合は按分）。 

事業実施報告後の確定額（精算後の金

額を記入してください。 

上５項目のいずれにも該当しない場合は「その

他」に○を記入し、確定申告書等を確認の上、  

３に該当額（要返還額）を記載してください。 


